
超電導センシング技術研究組合定款 

第 1章 総 則 

（事業） 

第 1条 本組合は超電導センシング技術、就中、高温超電導量子干渉素子（以下「高温SQUID」

という。）・センサ及びそれを利用した機器を開発することにより、組合員の技術水準を

向上させるとともに、高温 SQUID利用機器の事業化、ひいては超電導センシング及び同

関連産業の発展を図るため、次の事業を行う。 

（1）組合員のため高温 SQUIDの機能向上、製造技術向上に係る試験研究を実施すること 

（2）組合員のため高温 SQUID・センサを利用した機器の開発に係る試験研究を実施する

こと 

（3）組合員のため高温 SQUID・センサ及びその利用機器の評価方法及びこれらの用途拡

大に係る試験研究を実施すること 

（4）組合員のため前号までに掲げる事業の成果を管理すること 

（5）試験研究のための施設等を組合員に使用させること 

（6）前各号の事業に付帯する事業 

 

（名称） 

第 2 条 本組合は超電導センシング技術研究組合（英文名 Superconducting Sensing 

Technology Research Association、略称 SUSTERA）と称する。 

 

（事務所の所在地） 

第 3条 本組合は、事務所を神奈川県横浜市に置く。 

 

第 2章 組 合 員 

（組合員の資格） 

第 4 条 本組合の組合員たる資格を有する者は、本組合の行う試験研究の成果を直接又は

間接に利用する者であって、超電導センシング及びその利用に関して優れた技術及び知

見を有する者とする。 

２ 本組合は、前項に規定する者のほか、国立大学法人、公立大学法人、私立大学又は 

産業技術研究法人を組合員とすることができる。 

 

（加入） 

第 5 条 組合員たる資格を有する者は、本組合の承諾を得て、本組合に加入することがで

きる。 

 



（自由脱退） 

第 6 条 本組合の組合員は、90 日前までに予告し、事業年度の終了の時において脱退する

ことができる。 

 

（法定脱退） 

第 7条 本組合の組合員は、次に事由によって脱退する。 

（1）第 4条に規定する組合員たる資格の喪失 

（2）死亡又は解散 

（3）除名 

２ 除名は、次に掲げる組合員につき、総会の決議によってすることができる。この場合

は、本組合は、その総会の 10日前までに、その組合員に対しその旨を通知し、かつ、総

会において弁明する機会を与えるものとする。 

（1）費用の支払その他本組合に対する義務を怠った組合員 

（2）本組合の事業を妨げ、又は妨げようとした組合員 

（3）本組合の名誉を著しく毀損する行為をした組合員 

３ 前項の除名は、除名した組合員にその旨を通知しなければ、これをもってその組合員

に対抗することができない。 

 

（費用の賦課） 

第 8 条 本組合は、次に掲げる事項を考慮して、組合員に本組合の事業に要する費用を賦

課することができる。 

（1）本組合の行う試験研究の成果を利用する分量 

（2）組合員の事業規模及び法人属性等 

（3）新規に加入する組合員について、既存の組合員が過去において負担した金額 

（4）脱退する組合員について、脱退事業年度及びその翌事業年度以降に負担する金額 

２ 前項に規定する費用の賦課及び徴収の方法は、総会の決議により定める。 

３ 組合員は、前２項の費用の納付について、相殺をもって本組合に対抗することができ

ない。ただし、将来賦課されるべき費用の納付に充てることを約して本組合に金銭を預

託し、現に費用の賦課を受けた場合において当該預託した金銭の全部又は一部を当該費

用の納付に充てるときは、この限りでない。 

 

（損失の処理） 

第 9条 損失の処理の方法は、事業年度ごとに総会において定める。 

 

（組合員名簿の作成等） 

第 10条 本組合は、組合員名簿を作成し、各組合員について次に掲げる事項を記載し、又



は記録するものとする。 

（1）氏名又は名称及び住所又は居所 

（2）加入の年月日 

２ 組合員は、氏名又は名称及び住所又は居所を変更したときは、遅滞なく本組合に届け

出なければならない。 

 

（議決権） 

第 11条 組合員は、各々一個の議決権を有する。 

２ 組合員は、第 30条第 1項の規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、書面又は

代理人をもって、議決権を行うことができる。この場合は、その組合員の親族若しくは

使用人又は他の組合員でなければ、代理人となることができない。 

３ 前項の規定により議決権を行う者は、出席者とみなす。 

４ 代理人は、５人以上の組合員を代理することができない。 

５ 代理人は、代理権を証する書面を本組合に提出しなければならない。 

 

（守秘義務） 

第 12条 本組合の組合員（組合員が法人である場合には、その役員又は職員）又は組合員

であった者は、本組合の事業の実施に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（使用料及び手数料） 

第 13条 本組合は、施設等の使用料及び事務等の手数料を徴収することができる。 

 

第 3章 事 業 の 執 行 

（事業の執行） 

第 14条 本組合は、第 1条の事業について、この定款、試験研究の実施計画及び毎事業年

度の事業計画等に基づいて、適切に執行する。 

 

第 4章 役 員 

（役員の定数） 

第 15条 本組合の役員の定数は、次のとおりとする。 

（1）理事  3人以上 7人以内 

（2）監事  1人又は 2人 

 

（役員の選任） 

第 16条 役員は、総会において、第 32条の規定により選任する。 

 



（役員の資格） 

第 17条 本組合の理事の定数の少なくとも 3分の 2は、組合員又は組合員たる法人の役員

若しくは使用人（組合員たる法人に代わって本組合の業務に関する一切の裁判上又は裁

判外の行為をする権限を有する使用人に限る。）でなければならない。 

 

（役員の任期） 

第 18条 役員の任期は、次のとおりとする。 

（1）理事 2年 

（2）監事 4年 

２ 前項の任期は、任期中の最終の決算期に関する通常総会の終結の時までとする。 

３ 補欠又は増員のため選任された役員の任期は、その前任者又は現任者の残任期間とす

る。ただし、理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合においては、新たに選任

された役員の任期は、第 1項に規定する任期とする。 

 

（役員に欠員を生じた場合の措置） 

第 19条 役員が欠けた場合又はこの定款で定めた役員の員数が欠けた場合には、任期の満

了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役員と

しての権利義務を有する。 

 

（監事の職務及び権限） 

第 20条 監事は、理事の職務の執行を監査する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、又は組合の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。 

 

（理事長等） 

第 21条 理事のうち１人を理事長、１人を専務理事とし、必要に応じて常務理事を置くこ

とができることとし、理事会において選任する。この場合において、理事長が専務理事

を兼務することを妨げない。 

２ 理事長は、代表理事として本組合を代表し、本組合の業務を執行する。 

３ 専務理事は、理事長を補佐して本組合の業務を執行し、理事長に事故があるときはそ

の職務を代理し、理事長が欠員のときはその職務を行う。 

４ 常務理事は、専務理事を補佐して本組合の業務を執行する。 

５ 理事長及び専務理事がともに事故又は欠員のときは、理事会において、理事のうちか

ら理事長の代理者又は代行者１人を定める。 

 

 



第 5章 会 議 

（理事会の権限等） 

第 22条 本組合の業務の執行は、理事会が決する。 

 

（理事会の招集） 

第 23条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が事故又は欠員のときは、専務理事が、理事長及び専務理事がともに事故又は

欠員のときは、あらかじめ理事会において定めたところに従い、他の理事が理事会を招

集する。 

３ 理事長以外の理事は、理事長に対し、理事会の目的である事項を示して、理事会の招

集を請求することができる。 

４ 前項の規定による請求があった日から 5 日以内に、その請求があった日から 2 週間以

内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合には、その請求をし

た理事は、理事会を招集することができる。 

 

（理事会招集の手続） 

第 24条 理事会を招集する者は、理事会の日の 5日前までに、各理事及び各監事に対して

その通知を発しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集

の手続を経ることなく開催することができる。 

 

（理事会の決議） 

第 25条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数

をもって行う。 

２ 前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。 

３ 理事は、あらかじめ通知のあった事項につき、書面又は電磁的方法により理事会の議

決に加わることができる。 

４ 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案に

つき理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は

電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の理事会の決議

があったものとみなす。 

５ 理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当該事項を理

事会へ報告することを要しない。 

 

（理事会の議長） 

第 26条 理事会においては、理事長又は理事会において選任される者が、その議長となる。 



 

（理事会の議事録） 

第 27条 理事会の議事については、議事録を作成し、出席した理事及び監事は、これに署

名し、又は記名押印しなければならない。 

２ 理事会の議事録は、開催された日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果、出席

した理事の氏名その他の技術研究組合法施行規則（以下「規則」という。）第 14 条第 3

項各号に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

３ 規則第 14条第 4項各号に掲げる理事会の決議があったものとみなされた場合及び理事

会への報告を要しないものとされた場合には、理事会の議事録は、当該各号に定める事

項を内容とするものとする。 

 

（通常総会の招集） 

第 28条 通常総会は、毎事業年度終了後 2ヶ月以内に、理事会の決議を経て、理事長が招

集する。 

 

（臨時総会の招集） 

第 29条 臨時総会は、必要があるときはいつでも、理事会の決議を経て、理事長が招集す

る。 

２ 組合員が総組合員の 5 分の 1 以上の同意を得て、総会の目的である事項及び招集の理

由を記載した書面を理事会に提出して総会の招集を請求したときは、理事会は、その請

求のあった日から 20日以内に臨時総会を招集すべきことを決しなければならない。 

 

（総会招集の手続） 

第 30 条 総会の招集は、総会の日の 10 日前までに、総会の目的である事項及びその内容

を示し、書面又は電子メールにより組合員に通知しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、総会は、組合員の全員の同意があるときは、招集の手続を

経ることなく開催することができる。 

 

（総会の決議事項） 

第 31条 次の事項は、総会の決議を経なければならない。 

（1）定款の変更 

（2）規約の設定、変更又は廃止 

（3）試験研究の実施計画並びに毎事業年度の事業計画及び収支予算の設定又は変更 

（4）費用の賦課及び徴収の方法 

（5）本組合の解散 

（6）組合員の加入又は除名 



（7）事業の全部又は一部の譲渡 

（8）技術研究組合法（以下「法」という。）第 34条第 5項の規定による役員の本組合に対

する損害賠償責任の免除 

（9）毎事業年度の決算関係書類及び事業報告書 

（10）本組合の組織変更、合併又は新設分割 

（11）役員の選任 

（12）損失の処理 

（13）前各号に掲げるもののほか、理事会において必要と認める事項 

 

（総会の議事） 

第 32 条 総会の議事は、法又はこの定款若しくは規約に特別の定めがある場合を除いて、

出席者の議決権の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

２ 議長は、総会において選任する。 

３ 議長は、組合員として総会の議決に加わる権利を有しない。 

４ 総会においては、第 30条第 1項の規定によりあらかじめ通知した事項についてのみ議

決することができる。ただし、出席した組合員 3 分の 2 以上の同意を得たとき及び同条

第 2項の規定により招集の手続を経ることなく開催する場合は、この限りでない。 

 

（特別の決議） 

第 33条 次に掲げる事項は、総組合員の過半数が出席し、その議決権の 3分の 2以上の多

数による決議を必要とする。 

（1）定款の変更 

（2）本組合の解散 

（3）組合員の除名 

（4）事業の全部の譲渡 

（5）法第 34条第 5項の規定による役員の本組合に対する損害賠償責任の免除 

（6）本組合の組織変更、合併又は新設分割 

 

（総会の議事録） 

第 34条 総会の議事については、議事録を作成し、出席した理事及び監事は、これに署名

し、又は記名押印しなければならない。 

２ 総会の議事録は、開催された日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果、出席し

た理事の氏名その他の規則第 51条第 3項各号に掲げる事項を内容とするものでなければ

ならない。 

 

 



第 6章 会 計 

（事業年度） 

第 35条 本組合の事業年度は、毎年 4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

 

（会計帳簿の作成） 

第 36条 本組合は、規則第 43条から第 45条までに規定するところにより、適時に、正確

な会計帳簿を作成するものとする。 

 

（残余財産の処分） 

第 37条 本組合の解散後の残余財産の処分は、本組合の事業に対して組合員がした負担及

び寄与の程度を勘案して、総会の決議により定める方法により行う。 

 

第 7章 雑 則 

（公告方法） 

第 38条 本組合の公告は、本組合の事務所の店頭に掲示する方法により行う。 

 

（規約） 

第 39条 この定款に定めるもののほか、本組合の運営に関し必要な事項は、規約で定める。 

 

（顧問） 

第 40条 本組合は、理事会の決議により、学識経験のある者を顧問とし、常時本組合の重

要事項に関し助言を求めることができる。ただし、顧問は、本組合を代表することがで

きない。 

 

（参与） 

第 41条 本組合は、理事会の決議により、参与を選任し、主たる事務所において、本組合

の業務を行わせることができる。ただし、参与は、本組合を代表することができない。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この定款は、本組合の設立の登記の日から施行する。 

 

（設立当時の事務所の所在地） 

２ 本組合の設立当初の所在地は、神奈川県横浜市港北区箕輪町 2丁目 11番 19号に置く。 

 

 



（設立当初の役員） 

３ 本組合の設立当初の役員は、第 16条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

 理事長  田辺 圭一 

 専務理事  田辺 圭一（兼務） 

 理事  梶原 ゆみ子 

 理事  坪井 俊郎 

 理事  和田 一成 

 監事  矢野 映 

 

（設立当初の役員の任期） 

４ 設立当初の役員の任期は、第 18条第 1項の規定にかかわらず、設立後最初に開催され

る通常総会の終結の時までとする。 

 

（第 1回事業年度） 

５ 第 1回の事業年度は、第 35条の規定にかかわらず、本組合の設立の登記の日に始まり、

平成 28年 3月 31日に終わる。  


